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全世代型社会保障制度の実現に向けて 

 

 

 国においては、全世代型社会保障検討会議を設置し、少子高齢化と同時

にライフスタイルが多様となる中で、人生 100年時代の到来を見据えなが

ら、社会保障全般にわたる持続可能な改革の検討が進められている。 

社会保障は、国の制度と地方における取組が一体となってサービスが提供

されており、持続可能な社会保障制度の構築のためには、国と地方が信頼関

係を保ち、それぞれの適切な役割分担の下で、互いに協力しながら取組を進

めていかなければならない。 

地方と方向性を共有し、地域の実情に応じた実効性のある施策が推進され

るよう、次の事項について強く要請する。 
 

 

１ 地域医療の確保 

 

（１）厚生労働省は全国一律の基準による分析のみで、地域の個別事情を踏

まえずに再編統合等の再検討を求める公立・公的医療機関等のリストを

公表したが、地域医療構想の実現など地域医療の確保については、新型

コロナウイルスへの対応を踏まえた医療提供体制を確立する上でも、

個々の病院及び地域の個別事情を十分踏まえて慎重に検討しなければな

らない。このため、地域医療構想に基づく改革を行うにあたり、民間病

院との役割分担等も含め、地方とも丁寧に協議をしながら実効性のある

支援を進めるとともに、それぞれの地域の実情に応じて創意工夫できる

よう十分な財政的支援措置を講じること。併せて、再検証等の期限を含

め、地域医療構想に関する取組の進め方については、地方の意見や新型

コロナウイルス対策を優先せざるを得ない地方の実情を十分に踏まえ、

無理なスケジュールを地方に押し付けないこと。 

 

（２）医師確保対策の推進については、新型コロナウイルス対策により医療

人材がひっ迫していることに加え、医師の地域偏在、診療科偏在が依然

続いていることや、医師の働き方改革の推進に伴い地域医療へ大きな影

響が想定される。地方の医師不足は、人口の多寡のみならず地理的条件

等によって状況は大きく異なり、全国一律の基準や指標に基づく取組だ

けで解決するものでない。単純に医師の需給推計や偏在指標により、地

方での医師確保の努力や取組を毀損し、制限する政策の実行は適当でな

い。国が主体的に地域の実態を十分に踏まえた対策を行うこと。特に、

必要な医師が十分に確保されたことが客観的に検証されるまで現在の臨
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時定員枠の確保による地域枠の措置を継続すること。併せて、医師養成

のための奨学金制度運用に必要な財源の充実などを支援すること。ま

た、新専門医制度における専攻医募集定員のシーリングは、医師の絶対

数が少ない地方への設定をしないこと。臨床研修募集定員の新たな算定

方法では、定員数が大幅に減少する地域も存在することから、医師偏在

を助長することのないよう引き続き地域の実情に応じた調整を行うこ

と。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、全国各地で医療提供体

制がひっ迫する状況が生じるなど、これまでの前提条件が当てはまらな

い状況にあるため、将来的な医師数や病床数等の医療提供体制に関する

一連の議論をいったん凍結し、感染終了後に仕切り直しすること。 

 

（４）地域あるいは医療機関毎に異なる課題があり、各々の実情に応じて創

意工夫できる仕組みが必要であることから、国において地域医療介護総

合確保基金の十分な予算を確保するとともに、事業区分間の額の調整が

できるよう柔軟な運用を認めること。また、医療提供体制推進事業費補

助金についても、地域において良質な医療を提供するために必要不可欠

であることから、事業執行に支障を生ずることなく安定的な実施ができ

るよう十分な予算を確保すること。 

 

 

２ 持続可能な社会保障制度の確立 

 

（１）社会保障制度の総合的かつ集中的な改革については、医療保険制度の財

政基盤の安定化、地域の実情に応じた医療・介護サービスの提供体制の構

築、少子化対策の充実等を図り、国民が将来を託しうる持続可能な社会保

障制度を確立すること。 

 

（２）国民健康保険制度改革については、今後の着実な実施に向けて、国民健

康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議（国保基盤強化協議会）に

おける合意に基づく必要な財源を確保すること。また、都道府県において

安定的に国民健康保険の財政運営ができるよう十分に検証し、必要に応

じて措置を講じること。 

さらに、将来に向けた国民健康保険制度の構築に当たっては、国庫負担

金の負担率を引き上げるなど国が責任を持って今後の医療費の増嵩に耐

えうる財政基盤の確立を図り、持続可能な制度の確立と国民の保険料負
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担の平準化に向けて、地方と協議しながら様々な財政支援の方策を講じ

ること。なお、子どもや障害者の医療費助成などの地方単独事業に係る国

民健康保険の国庫負担金等の減額措置については、全面的に廃止するこ

と。 
 

 

３ 健康づくりの推進、高齢化社会・共生社会への対応 

 

（１）健康増進・疾病予防対策の推進として、地方公共団体や医療保険者、

健康づくり関係団体等が実施する普及啓発活動、健康教育等の健康づく

り事業に対する財源措置を図ること。 

ワクチン接種により予防できる病気にかからないようにするため、速

やかに、おたふくかぜを予防接種法の対象として定期接種とすること。 

インフルエンザワクチンについて、感染及び重症化の予防を目的とし

た定期接種化を目指して、引き続きワクチンの有効性について調査研究

を実施すること。 

特定健康診査及び後期高齢者健康診査における心電図及び血清クレア

チニン検査を生活習慣病の二次予防及び介護予防の観点から必須の健診

項目にすること。 

 

（２）がん予防・早期発見の推進として、効果的・効率的な受診勧奨を実施

するために、特定健診と同様に、検診実施者の役割や検診対象者等を含

む「がん検診の実施範囲」について、がん対策基本法に検診実施主体を

明記するなど、法的に明確に位置付けること。また、検診実施者間の情

報共有が可能となるよう、法整備を行うこと。 

 

（３）子宮頸がんの予防については、若い世代のがん検診の受診促進と、エ

ビデンスに基づくワクチン接種に関する正しい知識の普及をあわせて行

うことが効果的であることから、特に若い世代に向けたがん対策に積極

的に取り組むとともに、都道府県の取組に対する専門的・技術的支援を

行うこと。 

 

（４）令和３年４月の介護報酬の改定に当たっては、新型コロナウイルスの

感染予防対応等について適切に評価するとともに、安定して介護保険制

度が運営できるよう、中山間地域における厳しい経営環境にも十分配慮

すること。また、介護人材の確保のため、介護施設で働く常勤介護職員
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の平均給与が依然として全産業の平均給与に届いていない状況も踏まえ

更なる処遇改善を進めるとともに、介護職員の業務軽減や生産性向上の

ための介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に関する補助上限の引き上げな

ど介護事業者への支援をさらに強化すること。 

また、共生社会を支える障害福祉人材についても、介護人材と同様に

処遇改善や業務軽減等を進めること。 

 

（５）主として知的障害児に対し支援を行う福祉型障害児入所施設における

職員の配置基準は、昭和 51年に 4.3:1となって以来、引き上げられて

おらず、現在の実態とは大きな乖離があるため、実態を踏まえて配置基

準の引き上げを行うとともに、基準を上回る手厚い職員配置をした場合

の加算について、障害者の配置加算を参考に創設すること。また、障害

児の報酬単価は、障害者と比べ著しく低い設定となっていることから、

算定構造の見直しも含めた改善を行うこと。 

 

 

４ 次世代を担う人づくり 

 

（１）すべてのライフステージにわたって、住民の個性と能力が最大限に発揮

され、一人ひとりが「輝く」地域社会を創造していくため、地方における

人材育成・確保に必要な施策を検討し、地方の一般財源総額を確保すると

ともに、新たな交付金の創設も含めた「人づくり革命」のための財政措置

を講じること。 

 

（２）若者が、それぞれのライフプランを描き、希望を叶え、安心して結婚し、

妊娠・出産、子育てができるよう、社会全体で結婚や子育てを応援する気

運の醸成を図るとともに、男女がともに子育てしながら働き続けられる

社会づくりを促進するため、時間単位年次有給休暇など柔軟な労働時間

制度の導入促進や、日本版「パパ・クオータ制」の検討も含めた育児休業

制度の拡充などに取り組むこと。 

 

（３）待機児童を解消するために、保育士等の抜本的な処遇改善や就労環境の

向上など保育士確保策や保育の受け皿の整備拡大を着実に進めるととも

に、「森のようちえん」をはじめ多様な幼児教育・保育を実践する施設に
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ついて、新たに認可（又は登録）制度を創設し、施設を利用する世帯につ

いても、保育の必要性を問うことなく国の幼児教育・保育無償化の対象と

すること。また、家庭で保育を行う世帯や就学期の児童・生徒も含めた、

子育てに係る経済的負担の軽減を図ること。 

 

（４）子どもの健全育成に資する放課後の居場所を確保し、仕事と子育てを両

立するための子育て環境整備をさらに進めるため、放課後児童支援員の

認定資格研修に係る受講要件の緩和などによる財政支援の拡充を含め、

放課後児童クラブの充実に必要な措置を講じること。 

 

（５）不妊治療にかかる費用が高額になっており、不妊に悩み治療を受ける者

はその経済的負担や精神的苦痛は計り知れないことから、人工授精や特

定不妊治療を保険適用とするなど経済的支援の拡充を図るとともに、不

妊治療のための休暇制度の導入促進等の理解の醸成を進めること。 

 

（６）母子保健法の改正により、令和３年度から産後ケア事業が市町村の努力

義務とされ、対象者も「出産後１年を経過しない女子及び乳児」に拡大さ

れることに伴い、ニーズが増加することが見込まれる。産後ケアを行う医

療機関や助産所の受け皿拡大や提供サービスの充実を図るため、技術的

助言や財政支援を講じること。 
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